
（平成２１年７月８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認香川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



香川国民年金 事案 240 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月から同年９月までの国民年金保険料については、重

複して納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58年４月から同年９月まで 

昭和 58 年度分の保険料は、当時居住していたＡ市が発行していた納付書

で、３か月ごとの期別に金融機関の窓口で納付していた。同年度の２期分

から４期分の領収書があり、さらに、同年度の４月から９月までの保険料

を納付した別の領収書があった。１期分の領収書は無くしたが、このころ

は 1 年分の用紙（納付書）４～５枚が綴られていたことを記憶しており、

全期間納付したはずである。６か月分の保険料を二重に納付したことにな

っているので社会保険事務所に返還を求めたが、還付はできないと言われ

た。過去に還付された記憶は無く、納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の一部について、国民年金保険料を納付したことを示

す金融機関の領収印が押印された現年度納付書の領収書と申立期間の保険料

を過年度納付した領収証書（郵便局領収印）を所持しているが、現年度保険

料の領収書は、申立期間の翌年である昭和 59 年７月 27 日の領収印が押印さ

れ、通常は領収できない時期の日付となっており、市及び指定金融機関では、

このような場合は該当者に返金するとしているものの、申立人が所持してい

る領収書には領収印を抹消した形跡は無く、申立人に保険料額が返金された

ことをうかがわせる事情も認められない。 

また、被保険者台帳では、申立期間の保険料は過年度納付された記録とな

っているが、過年度納付であることを示す押印の年月が、申立人が過年度納

付した昭和 59 年９月の前月付けとなっているなど記録整理に不自然な点がみ

られ、行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性がうかがわれる。 



その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を重複して納付していたものと認められるとともに、当該期間の国

民年金保険料は還付されていないものと認められる。 



香川国民年金 事案 242 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 49 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年１月から同年３月まで 

国民年金保険料納付記録の照会を行ったところ、昭和 49 年１月から同年

３月までの期間についての納付事実が確認できなかったとの回答を受けた。 

申立期間中は、Ａ市Ｂ区に住んでいた時期であり、定期的に納付通知書

を持参して区役所で保険料を納付した。領収書を受け取ったと思うが、現

在は手元に残っていない。 

しかし、申立期間については納付済みのはずなので確認してほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、昭和 38 年＊月の

20 歳到達時から国民年金保険料をすべて納付しており、43 年２月に婚姻して

以降も、国民年金に任意加入して国民年金保険料を納付していることから、

国民年金保険料の納付意識が高かったことがうかがえる。 

また、申立期間の前後を通じて、申立人の生活状況に大きな変化は見られ

ないことから、途中で３か月分だけ国民年金保険料を納付しない特段の事情

はうかがえず、申立期間の国民年金保険料を納付したと考えるのが自然であ

る。 

さらに、納付書に基づきＡ市Ｂ区役所で納付したとする申立内容は、申立

期間当時の保険料の取扱いと合致しており、不自然な点は見受けられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



香川厚生年金 事案 297 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、昭和 57 年５月から同年７月までの期間に係る標

準報酬月額の記録については、12万 6,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、昭和 57 年５月から同年７月までの上記訂正後の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を除く。）を納付する義務を履行したか否か明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 12月１日から 53年１月 14日まで 

             ② 昭和 53年８月１日から 54年５月 19日まで 

             ③ 昭和 54年６月９日から 57年 10月１日まで 

社会保険事務所にＡ社、Ｂ社に勤務していた時の標準報酬月額を確認した

ところ、給料明細書の額と差があった。特に、Ｂ社での記録が９万 8,000

円となっているのは納得できない。給料明細書を添付するので調査してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が給料から控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

２ 申立期間③のうち、昭和 57 年５月から同年７月までの期間については、

給料明細書において確認できる申立人の報酬月額に基づく標準報酬月額は、

保険料控除額に基づく標準報酬月額より高い額となっていることが確認で

きることから、保険料控除額に基づく標準報酬月額により判断すると、保険

料控除額に基づく標準報酬月額は 12 万 6,000 円であり、社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額（11 万 8,000 円）より高い額となっているこ



とから、Ｂ社における当該期間の標準報酬月額を 12 万 6,000 円に訂正する

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の上記訂正後の標準報酬月額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は申立期間当時

の資料は無いことから不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料、

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

一方、申立期間②及び③のうち昭和 54 年２月及び同年３月、同年８月か

ら同年 11月までの期間、55年１月から同年６月までの期間、同年８月から

56年 11月までの期間、57年２月及び同年３月、同年８月については、社会

保険事務所で記録されている標準報酬月額が、事業主が給料から控除してい

たと認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額と一致するか、又は

同標準報酬月額を超えていることから、特例法による保険給付の対象に当た

らないため、あっせんは行わない。 

また、昭和 53年８月から 54年１月までの期間、同年４月、同年６月及び

同年７月、同年 12月、55年７月、56年 12 月及び 57年１月、同年４月、同

年９月については、申立人から給料明細書の提出が無く、社会保険事務所で

記録されている標準報酬月額と、事業主が給料から控除していたと認められ

る厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額とについての検証はできない。 

３ 申立期間①について、Ａ社が保管する昭和 51年 12月及び 52年 10月の厚

生年金保険被保険者標準報酬月額決定通知書によると、当該事業所が届け出

た申立人の標準報酬月額は、それぞれ 18万円及び 15万円であることが確認

でき、社会保険事務所が保管する当該事業所の申立人の健康保険厚生年金保

険被保険者原票の記録と一致していることから、申立人の申立期間①の標準

報酬月額は、事業主からの届出に基づく金額が記録されたものと判断できる。 

また、申立人から提出された給料明細書により確認できる申立期間①の厚

生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、昭和 51 年 12 月、52 年６月

及び同年７月は 18万円、同年８月から同年 10月までの期間及び同年 12月

は 15 万円であり、申立人が主張する標準報酬月額に見合う保険料控除は行

われていないことが確認できることから、申立期間①については特例法によ

る保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 



香川厚生年金 事案 298 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（前身は、Ｂ事業所）における厚生年金保険被保険者の資格喪

失日は、昭和 20年９月 19日であったと認められることから、喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 20 年４月から同年８月までの期間の標準報酬月額については、 

１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 20年４月１日から同年９月１日まで 

社会保険事務所の記録では、Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間が

昭和 19 年４月１日から 20 年４月１日までしか無いが、当該事業所へは 19

年４月にＣ職として入社し、20 年７月４日の空襲で当該事業所が焼失した

後も当該事業所跡地で整理業務に従事していたため少なくとも同年８月末

ころまでは在籍していた。 

給与明細書等証明できるものは残っていないが、申立期間について厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 19年４月１日から少なくとも 20年８月末ころまではＡ社に

おいて、Ｃ職として勤務し、その間、厚生年金保険（当時の名称は、労働者年

金保険）に加入していたと主張しているが、社会保険庁が管理するオンライン

記録では、同年４月１日付けで当該事業所の厚生年金保険被保険者資格を喪失

していることが確認できる。 

しかしながら、新たに存在が確認された地元社会保険事務所が保管するＡ社

の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には申立人を含む大部分の被保険者に

ついて資格喪失日は記入されていないものの、申立人の標準報酬については昭

和 19 年 12 月１日まで記録されている上、申立期間当時の複数の同僚が「20

年４月以降、同年７月４日の空襲（以下「空襲」という。）で当該事業所が焼

失するまでは自分及び周りで勤務していた同僚の勤務形態及び業務内容に変



わりはなかった。」旨の供述をしており、申立人が空襲で当該事業所が焼失す

るまでの期間において当該事業所の厚生年金保険被保険者資格を喪失する事

情は確認できないことから、申立人は同年７月４日まで当該事業所の同資格者

として当該事業所で勤務していたことが推認できる。 

また、申立人の空襲後から戦後しばらくまでの間、焼失したＡ社跡地での勤

務状況に係る主張が、調査に協力が得られた申立期間当時のすべての同僚の供

述と整合し、当該同僚の中には空襲以前から申立人と一緒に勤務していたと供

述する者が含まれる上、当該供述が具体的な部分まで文献の内容と一致してい

ることから判断すると、申立人は、空襲でＡ社が焼失した後も継続して勤務し

ていたことを認めることができる。 

さらに、申立期間当時の同僚がＡ社から最後に給与が支給された際に退職金

と厚生年金保険被保険者証を手渡されたことを記憶している上、当該時期が昭

和 20 年９月であることをうかがわせる供述をしていること、供述が得られた

同僚及び文献で申立期間当時に申立人と同様の勤務をしていたことが確認で

きる者を含む社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿に、当該事業所の厚生年金保険被保険者資格喪失日が記入されている者

の同資格喪失日が同年９月 19日となっていることから判断すると、申立人は、

申立期間を含む同年９月 18 日までの期間は当該事業所の厚生年金保険被保険

者であり、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと推認できる。 

ところで、社会保険事務所のオンライン記録では、申立人は昭和 19 年４月

１日付けでＡ社の厚生年金保険被保険者資格を取得し、20 年４月１日付けで

同資格を喪失したこととなっている。これはＡ社の前身であるＢ事業所を所管

していた社会保険事務所が保管する当該事業所の「事業所別被保険者名簿」を

もとに整備されたものと考えられるが、当該名簿は様式上に 28 年に施行され

た日雇労働者健康保険法に係る記述があることから、同年以降に復元されたも

のと考えられる上、当該名簿の原本が戦災によりすべて焼失し、地元社会保険

事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の存在も把握で

きず資格喪失日が確認できなかったことから、Ｄ工廠
しょう

設置に伴いＡ社Ｅ工場

（旧Ｂ事業所）が同 廠
しょう

施設となった 20年４月１日をもって資格喪失日に設定

したものであると推認できる。 

一方、前述のとおり地元社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金

保険被保険者名簿では、Ｂ事業所「事業所別被保険者名簿」において、当該事

業所の厚生年金保険被保険者資格喪失日が昭和 20 年４月１日付けである旨の

み記されている申立人を含む多くの被保険者について標準報酬が記録されて

いるだけでなく、供述が得られた申立期間当時の同僚のうち、当該事業所を辞

めてＦ生となった旨の供述をしている者が記憶している当該事業所の辞職時

期と当該同僚の当該事業所の同資格喪失日とが整合する上、文献で紹介されて



いる申立期間当時において、Ａ社の厚生年金保険被保険者であった地元経済界

では著名な地元企業の創業者の空襲から終戦を経て起業に至るまでの事情が、

Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記されている記録と整合するこ

となどから、地元社会保険事務所が保管する当該事業所の同名簿に記されてい

る事項は事実に基づく記録と考えられるため、Ｂ事業所の「事業所別被保険者

名簿」をもとに整備されたものと考えられる社会保険庁が管理するオンライン

記録上の当該事業所の資格喪失日は事実に則したものとは認められない。 

以上の事実を前提にすると、申立てに係る厚生年金保険の事実に則した喪失

日の記録が無いことの原因としては、事業主の届出漏れ、保険者による被保険

者名簿への記入漏れ、被保険者名簿の焼失等の可能性が考えられるが、被保険

者名簿の大規模な焼失等から半世紀以上が経過した今日において、保険者も被

保険者名簿の完全な復元をなしえない状況の下で、申立人及び事業主にその原

因がいずれにあるのかの特定を行わせることは不可能を強いるものであり、同

人らにこれによる不利益を負担させるのは相当でないというべきである。 

以上を踏まえて本件を見るに、申立人が申立期間中に継続勤務した事実及び

事業主による保険料の控除の事実が推認できること、申立てに係る厚生年金保

険の記録は、事業主がその届出を行った後に焼失した可能性が相当高いと認め

られる一方で、この推認を妨げる特段の事情は見当たらないこと等の諸事情を

総合して考慮すると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失

日は、終戦まで勤務していた他の被保険者の資格喪失日が昭和 20 年９月 19

日とされていることから、同日とすることが妥当であると判断する。 

また、昭和 20 年４月から同年８月までの期間の標準報酬月額は、厚生年金

保険法及び船員保険法の一部を改正する法律（昭和 44年法律第 78号）附則第

３条の規定に準じ、１万円とすることが妥当である。 

なお、記録を管理する保険者は、戦災･火災等の大規模な事故により、被保

険者名簿が焼失等したことから、現存する厚生年金保険の記録に相当の欠落が

見られる等、記録の不完全性が明らかな場合においては、当該記録の欠落の原

因が申立人又は事業主にあることが特定できない案件に関して、実情にあった

適切な取扱い基準を定め、これに対処すべきであるが、現時点ではこれが十分

になされているとは言えない。 



香川厚生年金 事案 300 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 44 年６月から同年７月までの期間の厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人のＡ病院

における資格喪失日に係る記録を同年８月 12 日に訂正し、同年６月から同年

７月までの期間の標準報酬月額を２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 44 年６月から同年７月までの期間の厚

生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 10月１日から同年 11月１日まで 

           ： ② 昭和 44年６月１日から同年８月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、両申

立期間について加入記録が無い旨の回答をもらったが、Ａ病院にはＢ会を退

職した翌日に受付事務員として就職し、事業主がＡ病院と同一である社会福

祉法人Ｃ会の「特別養護老人ホームＤ（以下「Ｄ」という。）」へ異動となる

まで勤務し、その間、給料は院長の奥様から直接手渡されており、給料袋に

は、毎月の保険料控除が書かれていたと思われるメモが同封されていたはず

であり、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、社会保険事務所が保管する申立人に係るＡ病院の

健康保険厚生年金保険被保険者原票では、昭和 43年 11月１日の被保険者資

格取得日から 47年 10 月までの標準報酬算定結果が記録された後に 44年６

月１日に厚生年金保険被保険者資格が喪失したものとして訂正されている

こと、その後、事業主が申立人の給与から控除した厚生年金保険料を申立人

に対して還付した事実が確認できる書類及びそれをうかがわせる供述が無

い上、当該原票では申立人の健康保険証が申立人から返納されていない旨が

記録（滅失）されていることから、申立人は当該保険料を事業主から還付さ



れていないと考えることが自然であること、及び社会保険事務所の記録によ

りＡ病院が厚生年金保険適用事業所となったことが確認できる 37 年６月１

日から当該事業所において厚生年金保険被保険者であった者を含む複数の

同僚の「申立人は申立期間②当時において、開設準備及び運営開始直後で混

乱していたＤへ応援に行っており、Ａ病院とＤの両方で勤務していた。」旨

の供述があり、申立人は申立期間②を含みＥの厚生年金保険被保険者資格取

得日である同年８月 12 日までの期間においてＡ病院の厚生年金保険被保険

者としてＦの応援業務に従事していたと判断することが妥当であることか

ら、申立人は、当該期間においてもＡ病院に継続して勤務し、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

なお、申立人がＡ病院の次に勤務したＥが保管する職員台帳（人事記録）

では、申立人は昭和 44 年５月にＡ病院を退職し同年６月７日付けで同施設

に採用されたこととなっており申立人には両事業所での勤務期間の間にい

ずれの事業所にも属さない少なくとも６日間の期間がある旨記録されてい

るものの、申立期間当時の同僚は「申立人は申立期間②当時において、開設

準備及び運営開始直後で混乱していたＤへ応援に行っており、Ａ病院とＥの

両方で勤務していた。」旨の供述をしているなど、申立期間②当時において

申立人にＡ病院及びＥのいずれにも属さない期間が存在する事情は確認で

きない上、現在同施設に当該台帳が保管されている者であって同施設開設当

時に採用された 11 人のうち、採用日が社会保険庁が管理するオンライン記

録上の前職の厚生年金保険被保険者資格喪失日より前の日付となっている

者が３人確認でき、当該台帳の信頼性に疑問があることから、当該台帳の記

載事項のみをもって申立人の申立期間②当時の事情を判断することは適当

ではない。 

また、昭和 44年６月から同年７月までの期間の標準報酬月額については、

社会保険事務所が保管する申立人に係るＡ病院の厚生年金保険被保険者原

票が取消訂正される前の同年６月から同年７月までの期間に係る標準報酬

算定記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、こ

れを確認できる関連資料が無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったことは認められない。 

２ 申立期間①については、申立人が申立期間①においてＡ病院で勤務してい

たことを記憶している申立期間①当時の同僚が確認できないこと、当該事業

所の現在の事業主は申立期間①当時の事情は承知しておらず、申立期間①当



時の関係資料は廃棄されていることから、申立期間①当時の申立人の勤務の

実態は確認できない。 

また、申立人がＡ病院の次に勤務したＤが保管する職員台帳（人事記録）

の職歴欄には申立人は昭和43年10月にＡ病院に採用されたこととなってい

るものの、当該台帳には申立人がＡ病院からＤへの異動時に両事業所のいず

れにも属さない不自然な期間が少なくとも６日間存在する旨記録されてい

る上、現在同施設に当該台帳が保管されている者であって同施設開設当時に

採用された 11 人のうち、採用日が社会保険庁が管理するオンライン記録上

の前職の厚生年金保険被保険者資格喪失日より前の日付となっている者が

３人確認でき、当該台帳の信頼性に疑問があることから、当該台帳の記載事

項のみをもって申立人の申立期間①当時の事情を判断することは適当では

ない。 

さらに、社会保険事務所が保管するＡ病院の厚生年金保険被保険者原票に

おいて厚生年金保険適用事業所となった日から申立期間①のころまでに当

該事業所の厚生年金保険被保険者資格を取得したこととなっている 60 人の

うち、協力が得られた 10 人に対し当該事業所の採用時期について調査を行

ったところ、２人について本人が認識している採用時期と当該原票に記録さ

れている同資格取得日とが整合していないことが確認できることから、申立

期間①当時、当該事業所においては、採用後しばらくの間は同資格を取得さ

せない処遇が存在していたことが推認できる上、申立人が申立期間①に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる

給与明細書、給与所得源泉徴収票等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



香川国民年金 事案 241 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年８月から同年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和７年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 49年８月から同年 10月まで 

国民年金保険料納付記録の照会を行ったところ、申立期間について国民

年金に未加入であるとの回答を受けたが納得できない。 

昭和 49 年８月に勤めていた会社が倒産し、失業した後、同年 10 月に別

の事業所で翌 11 月から就職できる見通しがついた。その際に、以前から報

道等で国民年金に加入していた方が得だと認識していたため、同年 10 月末

にＡ市役所Ｂ出張所へ出向き、窓口で国民年金への加入手続を済ませ、そ

の場で３か月分の国民年金保険料を現金で納付した。 

国民年金手帳を受け取った記憶は無く、納付した国民年金保険料の金額

は記憶していないが、３か月分であったので、大きな金額ではなかったと

思う。 

申立期間当時には、国民健康保険にも加入していたと思うが、そのこと

ははっきりと覚えていない。しかし、昭和 49 年 10 月に国民年金保険料を

納付したことははっきりと覚えている。 

申立期間について国民年金に加入し、保険料を納付していたことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市役所Ｂ出張所で国民年金加入手続をし、その場で保険料を

現金で納付したと主張しているが、申立期間当時、Ａ市においては、出張所

では現金納付の受付を行っておらず、現金を預かることもしていなかったこ

とが確認でき、申立内容と相違している。 

また、現在確認できる申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年 12 月以

降に払い出されたものであり、申立人も、「申立期間中に国民年金手帳を受



け取った記憶は無い。」としている上、昭和 49 年８月から同年 12 月までの

国民年金手帳記号番号払出簿を調査した結果、申立人が当該期間中に国民年

金手帳記号番号の払出しを受けた形跡は確認できなかったことから、申立期

間中には国民年金の加入手続がとられていなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が、申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、預金通帳、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



香川厚生年金 事案 296 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 47 年２月 19 日から同年６月４日まで 

年金の加入状況を知るため、社会保険事務所で加入記録を確認したと

ころ、Ａ汽船株式会社における船員手帳に記載されている雇入日と船員

保険の被保険者資格の取得日が違っていた。 

Ａ汽船株式会社においては、船員手帳に雇入日として記載された昭和

47 年２月 19 日から 48 年４月 20 日まで勤務していたにもかかわらず、

同社での船員保険の資格取得日は、47 年６月５日となっているので、

申立期間について、船員保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された船員手帳の記録により、申立人がＡ汽船株式会社

において、昭和 47 年２月 19 日から勤務していたことは認められる。 

しかし、社会保険事務所が保管するＡ汽船株式会社の被保険者名簿にお

いて、申立人が船員保険の被保険者資格を取得しているのは、昭和 47 年

６月５日であることが確認できる上、同社から提出された船員保険被保険

者資格取得確認及び標準報酬決定通知書によれば、事業主は同日を申立人

の船員保険の資格取得日として届け出ていることが確認できる。 

また、申立人の船員保険被保険者の資格取得日と船員手帳の雇入日が異

なっていることについて、事業主は、「申立期間当時、船員保険の資格取

得に関しては、試用期間があり、入社後ある程度の期間を経た後に手続を

していたと思う。」と供述している上、社会保険事務所が保管するＡ汽船

株式会社の船員保険被保険者名簿において、申立期間及び申立期間前後の

昭和 46 年 11 月１日から 47 年８月１日までの期間に船員保険の被保険者

資格を取得している同僚 58 人中、供述を得られた 27 人のうち 10 人は、



「申立期間当時、同社においては、入社後数か月の試用期間があった。」

と供述している。 

一方、供述を得られた 27 人の同僚のうち６人が、「Ａ汽船株式会社の

雇入日と船員保険の資格取得日は一致している。」と供述していることか

ら、社会保険事務所の保管する同社の船員保険被保険者名簿において、当

該６人の職種を見ると、４人が機関士又は航海士であり、残りの２人は、

申立人と同じ甲板員であるが、社会保険庁の管理する記録によれば、甲板

員である２人の同僚は、同社で勤務する以前にも船員保険の記録が確認で

きる。 

これらを併せて判断すると、事業主は、機関士、航海士等の有資格者及

び経験者については、雇入日から船員保険の被保険者資格を取得させ、そ

れ以外の者については、一定期間の試用期間を経た後に船員保険の資格を

取得させていたものと推認できる。 

さらに、試用期間に事業主により給与から船員保険料が控除されていた

か否かについて、事業主は、「申立期間当時は試用期間と思われ、保険料

は控除していないと思う。」と供述している上、試用期間があったとの供

述を得られた 10 人の同僚は、全員、「試用期間に船員保険料が控除され

ていたかどうかはわからない。」と供述している。 

加えて、事業主は、「申立期間当時の船員保険の取扱い等について、確

認できる資料は無い。」と供述している上、申立人が船員保険被保険者と

して、船員保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認でき

る給与明細書、給与所得源泉徴収票等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認で

きる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



香川厚生年金 事案 299 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 39 年 12 月 29 日から 40 年 10 月 11 日まで 

    社会保険事務所に年金記録について照会したところ、申立期間につい

て厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答があったが、昭和 36 年 11 月

月１日から 43 年９月 30 日までの期間はＡ協会Ｂ放送局で継続して勤務

しており、37 年 10 月１日付けで当該事業所の厚生年金保険被保険者資

格を取得しているにもかかわらず申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間においてＡ協会Ｂ放送局で勤務していたことは、申

立人から提出された申立期間当時の同僚と一緒に撮影された写真及び申

立期間当時の複数の同僚が申立人を記憶している旨の供述していること

から推認できるが、申立人は当該事業所で臨時職員として勤務していた

と主張しており、申立期間当時の申立人を記憶している同僚の一部もそ

れを裏付ける供述をしている。 

また、Ａ協会に保管されている人事記録では、申立人は同協会Ｂ放送

局において、同協会及び当該事業所が臨時職員としては最も正社員に近

い処遇であったとする「長期用員（事務）」として昭和 37 年 10 月１日

付けで採用され、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被保

険者原票では同日付けで当該事業所の厚生年金保険被保険者資格を取得

したこととなっているが、同原票上で同資格の喪失日が 39 年 12 月 29 日

となっているにもかかわらず、当該人事記録において申立人は 38 年３月

31 日付けで解雇されたこととなっており当該記録以外に当該事業所で雇

用された記録が確認できないこと、前述のとおり申立期間において勤務



が推認できることを併せて判断すると、申立人の当該事業所での雇用条

件が同年４月１日以降変更されたものと考えるのが妥当である。 

さらに、Ａ協会の現在の厚生年金保険等担当者は、臨時職員（アルバ

イト）の厚生年金保険及び雇用保険への加入の要否について、「それぞ

れの制度に照らし、雇用条件に応じた取扱いをしている。」、「同一人

物との間で連続して雇用契約を締結し、結果としてその者を複数年にわ

たって雇用することとなっても個々の雇用契約（条件）に基づき判断し

ている。」旨の供述をしている上、当該取扱いについて「全国のＡ協会

各放送局共通の取扱いであり申立期間当時も同様である。」とも供述し

ていることから、当該事業所の事務関係部署のいわゆる「仕事納め」で

ある昭和 39 年 12 月 28 日をもって当該事業所と申立人との雇用契約が終

了し、その翌日付けで申立人が当該事業所の厚生年金保険被保険者資格

を喪失したこととなっていること、40 年１月以降同年 10 月 10 日まで申

立人は厚生年金保険及び雇用保険のいずれにも加入できない条件で当該

事業所に雇用されたと考えることに不自然さは無い。 

加えて、申立人は、昭和 39 年 12 月 29 日付けでＡ協会Ｂ放送局の厚生

年金保険被保険者資格を喪失して以降、40 年 10 月 10 日までは厚生年金

保険及び雇用保険のいずれも被保険者としての記録は確認できないが、

同年 10 月 11 日から 43 年９月 30 日までの期間、申立人はＡ協会Ｂ放送

局において雇用保険の被保険者となっており、社会保険事務所が保管す

る当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票の申立人の厚生年金

保険被保険者記録と整合することから、40 年 10 月 11 日をもって当該事

業所における申立人の雇用条件が変更され、申立期間当時、当該事業所

においてＡ協会及び当該事業所の現在の担当者の供述どおりの手続が行

われていたことが推認できる。 

また、Ａ協会Ｂ放送局で申立期間当時に在籍していた職員は既に全員

退職し、申立期間当時の臨時職員（アルバイト）の事情を確認できる書

類はすべて廃棄されている上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書、

給与所得源泉徴収票等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


